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自由民主党 IT戦略特命委員長 

平井卓也先生 
 

平成 30年４月 13日 

公益社団法人日本文書情報マネジメント協会(JIIMA) 

理事長 高橋通彦 

 

当協会は、永年文書情報マネジメントの普及啓発に取り組んでおり、現在は

安心で社会生産性の高い電子文書社会構築を目指し取り組んでおります。 

今回の公文書管理の改革に関し、官民合わせた改革が必要であり、またその

ことが政府の政策である世界最先端 IT国家を推進し、働き方改革や生産性の向

上に貢献すると思われますので、次の通り提言致します。 

 

提言 
 

1. 公文書の原本を，原則紙文書から電子文書へ移行する必要があります。 

現時点では，電子決裁システム*に電子的に管理される公文書は一部であ

り、大部分は紙文書で管理されています。（添付図 1，表 1，図２参照） 

 

今後は少なくとも新規の公文書については，添付文書を含め全て電子化し，

電子決裁システムに格納することを提言いたします。（添付図３参照） 

またタイムスタンプを付与するなど、非改ざんを証明する機能も必要です。 

*電子決裁システム；電子決裁を含む文書管理システム 

 

なお本来は、既存を含む全ての行政文書ファイルを電子文書によって管理

することが望ましいと考えます。 

 

 

2. 官民が同期して電子化を進める必要があります。 

官民の間で電子化を阻害している要因を取り除くため、 

(1)民から官方向の電子化 

書面での届出義務は，速やかに電子文書を容認 

(2)官から民方向の電子化 

書面交付を原則電子化 

(3)官民間の電子文書流通のガイドライン 

統一的な方法で官民間の情報流通を実現 

 

以上の推進を、強くお願い申し上げます。 

 

以上 
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図１ 電子決裁システム導入率 

 

出典 平成 28年度 政府における電子決裁の取組状況  総務省行政管理局 

 

表１ 行政文書ファイルの電子化率 

 

出典 平成 28年度における公文書等の管理等の状況について 内閣府大臣官房公文書管理課 
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図２ 現状の「電子決裁を含む文書管理システム」のフロー 

＊黄色部分は紙文書ファイル 

 

 
*電子決裁；電子決裁を含む文書管理システム 

 

 

図３ JIIMA 提言―新規公文書は添付文書を含み全て「電子決裁を含む文書管理 

システム」に格納する 

 

*電子決裁；電子決裁を含む文書管理システム 
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